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広 島 県



■防災庁の地方機関（防災局）の広島県への設置

今後設置が予定されている防災庁の地方機関について、政府の「防災立国の推進に

向けた基本方針」に掲げる「徹底的な事前防災の推進」 や「迅速な被災地支援」などを具

体化する観点から、広島県への設置を提案する。

国への提案事項

【提案先省庁： 内閣府】



１ 近畿・四国・九州地方への迅速な被災地支援

本県は、西日本のほぼ中央に位置し、山陽自動車道・中国自動車道・尾道松江線・都市高速など、

 東西南北を結ぶ道路網が井桁状に整備され、被災した近畿・四国・九州地方へアクセスしやすい地  

 理的条件にあることに加え、山陽新幹線等の鉄道網、広島空港、国際拠点港湾である広島港を擁し、

 「陸・海・空」の交通インフラが集積しており、南海トラフ巨大地震など大規模災害発生時には被災地

 への迅速な支援と全国からの支援受け入れを円滑に行うことができる機能を有している。

２ 様々な国の行政機構、自衛隊、防衛省の「複合防衛拠点」との連携

県内には、様々な国の行政機構や災害現場での捜索や救助など様々な活動を展開する陸上自

 衛隊（第13旅団）、海上自衛隊（呉地方総監部）、海上保安庁（第六管区海上保安本部）が配置され

 ていることに加え、防衛省による新たな複合防衛拠点も設置されることとなっており、緊密に連携して

 災害対応や事前防災に取り組むことができる。

３ 地域の防災力の向上に寄与

本県は、これまでの災害対応経験を踏まえ、多様な主体と連携した防災教育の推進や自主防災

 組織の活性化などに取り組むとともに、災害対応のスペシャリストとして、全国初の「防災職」を新設し、

 市町へ派遣することを見込んで、県・市町共同による実践的な研修や訓練等を行っている。

これらの取組は、防災庁が担う「国民の行動変容を促す普及啓発・防災教育」や「体系的な防災

 人材育成」などの方向性と一致するものであり、徹底的な事前防災の推進による地域の防災力の向

 上に寄与することができる。

提案の理由
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